
業務目的

我が国の国土は、多種の自然災害が発生しやすい自然条件下に位置し、社会・産業の高度化、複雑化、多様化に伴い、防災・減災対策
の一層の強化が求められている。従来、これら防災・減災対策は、国民の命と財産を守る重要な施策として、公共を主体とした事業が実施
されてきたが、昨今の公共財政状況の逼迫化の中で、適切な防災・減災対策を、適切なタイミングで実施していくためには、民間のノウハウ
や資金を活用した官民連携による施策の推進が期待される。

このようなことから、本業務では、東日本大震災を教訓として、今後想定される大規模災害への防災・減災対策を推進するに当たって、
新たな防災・減災対策推進のための官民連携事業の成立の可能性について検討する。
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【基礎資料の収集・整理】

○防災・減災対策を「災害を未然に防止し（災害予防）、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ（災害
応急対策）、及び災害の復旧を図る（災害復旧・復興）ために、様々な主体が実施する具体的な対策」と定義
した。

○内閣府中央防災会議が策定した「防災基本計画（平成24年9月）」に基づき、防災減災対策と、その具体事業
を抽出した（ハード、ソフト施策含む）。

○防災・減災対策を官民連携によって実施している事例を収集し、官民連携の先進的な事例となりうるものにつ
いて、当該事例における官民の役割分坦、民間事業者のインセンティブ、官民連携実施時の課題を整理した。
（詳細調査は２５事例）。

検討概要
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②

【官民連携による防災・減災対策の成立の条件と課題】

６種の事業分類別に防災・減災対策における官民連携の成立の条件
と課題を整理した。

○官民連携の成立の条件一覧

A 容積率割増による収益性の向上

B 複数の地権者が相応負担することで一民間主体あたりの負担額の低減

C 公共主体による補助金により、民間事業として成立

D 公共と民間の整備の役割分坦により、民間事業として成立

E 防災・減災対策の実施が、その後の民間事業の成立に必要不可欠

F 全体事業費と比較して防災・減災対策に係る費用が少額

G 実質的な費用を公共が負担

H 民間による収益事業の実施を認める等、何らかの事業機会を創出

I 民間の責任範囲を限定し、民間のリスクを低減

J 社会貢献としてのPR効果

K 整備した防災・減災対策施設の維持管理を公共が実施

L 防災・減災対策の実施が、民間の本来事業の競争力強化に寄与

○官民連携の課題一覧

a 防災・減災対策の実施に対し、容積率割増が柔軟に実施できる施策が必要

b 保留床処分等による十分な事業資金を確保できない場合、公的支援の拡大が

必要

c 災害が発生した際の民間事業者の役割や対応方法に明確な規定が必要

d 将来のランニングコストを軽減する公的支援が必要

e 民間主体の防災減災の取り組みを、より社会に発信していくことが必要

f 災害発生時の対応の責任については公共が主体となることが必要

g 官民の適切な分担について、民間主体の理解を得ていくことが必要

○収集事例に基づく防災・減災対策別の官民連携の状況分析

事業主体の「民間」「公共」と、費用負担の「民間」「民間と公共」「公共」の６種
の事業分類（下表）に基づいて防災・減災の具体事業の内容ごとに、事例分析を
行い官民連携が可能となった要因及び官民連携推進のための課題を抽出した。

【官民連携による防災・減災対策を
推進するための方策】

官民連携による防災・減災対策
を推進するために、公共主体が実
施すべき方策について検討を行っ
た。具体的には４つの方策につい
て検討した。

項目 概要

民間としての収益性を確保するた
めの公的支援方策

収益に直接結びつかない防災・減災対策を推進するため、容積率の割増、防災関連のランニング
コストへの支援、防災・減災対策を重視した補助制度の拡充などが考えられる。

民間主体が自ら実施する可能性の
ある事業の発掘のための方策

本調査で明らかとなった事例等を広く周知するともに、公共ニーズの防災・減災対策を広く知らしめ
るとともに、民間事業者との対話や事業提案を受け付ける機会を設けることが考えられる。

災害発生時の民間主体の責任範
囲の設定

民間の基本的な位置付けとしては、公共の支援者とすることが望ましく、災害発生時の費用負担は
公共が負担するとともに、防災・減災対策の活動時の損害等に係る責任を民間が負わないように
配慮することが考えられる。

社会貢献・イメージアップによる企
業等の知名度や価値の向上

民間による防災・減災に係る活動をより一層アピールするような広報施策を実施することによって、
より多くの民間事業者に防災・減災対策への参加を促すことが可能となることが期待される。

検討概要（続き）

事業
分類

事業
主体

費用
負担

概要
官民連携の内容例
（調査事例より）

Ⅰ 民間 民間
民間が主体となって防災減災対策を実
施し、費用を負担するもの（公共からの
金銭面以外の支援は含む）

・民間事業者の開発に対する容積率の割増
・地域における防災施設の整備を分担（公共
施設は公共が実施、民間施設は民間が実
施）

・民間事業者が整備した施設を公共に寄附
・民間事業者による無償協力

Ⅱ 民間
民間と
公共

民間が主体となって防災減災対策を実
施するが、民間と公共がその費用をそ
れぞれ負担するもの

・民間主体に対する補助金の交付
・固定資産税減免
・コンセッション

Ⅲ 民間 公共
民間が主体となって防災減災対策を実
施するが、公共がその費用負担するも
の

・民間事業者が整備した防災施設を公共に
有償譲渡

Ⅳ 公共 民間
公共が主体となって防災減災対策を実
施するが、民間がその費用負担するも
の

－（事例には該当なし）

Ⅴ 公共
民間と
公共

公共が主体となって防災減災対策を実
施するが、民間と公共がその費用をそ
れぞれ負担するもの

・民間が整備費の一部を公共に寄附
・民間施設の公的使用（一部民間負担）

Ⅵ 公共 公共

公共が主体となって防災減災対策を実
施し、費用を負担するもの
（公共単独の事業ではなく、民間ノウハ
ウを活用する指定管理者やPFI等の官
民連携手法や、公共の費用負担の下で
民間施設を活用する等の施策を示す）

・民間施設の防災目的利用に対する公的な
支援（津波避難ビルの指定等）

・協定に基づく災害時の民間企業による物資
の供給（公共負担）

・指定管理者（公共施設の有効活用）
・防災施設PFI(サービス購入型)
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